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外科的矯正治療前後の岨噂機能
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顎変形症患者の外科的矯正治療においては､審美障害

の改善とともに顎口腔機能の回復が大きな目標となる｡

そこで､われわれは下顎前突症患者の阻噴機能を定量的

に評価するために､阻 噂能率と唆合接触点数および唆合

接触面積の測定を行い検討 した｡

阻噂機能を定量的に評価する方法としては､従来より

ピーナッツや生米を試料とした節分法による阻噂能率の

測定が行われているが､手間がかかるなどの理由から広

く臨床に応用されるには至っていない｡そこで､近年

ATP頼粒やチューインガムを試料とした比較的簡便な

測定法が報告されてきた｡今回､われわれもATP額粒

法を用いて阻噂能率を測定 した｡本法では､腸溶性被膜

を施 した5gのATP･額粒を50回習慣性阻噂側で阻曝さ

せて蒸留水で含嚇させた後､それを蒸留水で2Eに希釈

して､溶出したATP量をその源過液の259nmにおける

吸光度として分光光度計を用いて測定 し､阻噂能率とし

た｡また､校合接触状態の測定には､シリコーンブラッ

ク法を用いた｡まず､シリコーソバイ トの変形防止と保

持のために金属線でフレームを作製 し､練和 したブラッ

クシリコーソ印象剤 (バイ トチェッカー､GC)を吹合

面に注入して､嘆頭俵合位におけるシリコーンバイ トを

採得 した｡同一条件下で測定するため､シリコーンバイ

トの唆合平面の高さが基底面から27mmとなるようにフ

レームを石膏台に固定 し､これをシヤーカステソ上に置

いて上方からCCDカメラを用いて画像処理装置ⅠVAS

2000に画像を入力した｡歯根膜の判別域が約30FLmであ

ることから､印象剤の厚さが30〃m以下の部分を接触部

とみなして入力画像の2億化を行い､校合接触点数と嘆

含接触面積を算出した｡

測定は､未治療の下顎前突者群25名､外科的矯正治療

変1年以上経過した下顎前突者群22名､正常校合者群30

呂について行った｡

その結果､正常嘆合着群の阻噛能率の平均が1.14abs
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であったのに対 し､未治療の下顎前突老群では0.56abs

と正常野合者群の約半分の値を示 し､治療終了者群 も

0.68absと未治療者群よりわずかに高い値を示 したのみ

であった｡一方､唆合接触面積では､正常校合者群が34.

2mm2であるのに対 し､未治療者群で11.8mm2と正常者

群の約 3分の1の値を示 し､治療終了者群でも10.9mm2

とかなり低い値を示 して､未治療者群と治療終了者群間

に有意差は認められなかった｡同様の傾向は唆合接触点

数においても認められ､正常唆合者群では29.1個であっ

たのに対 し､未治療者群で14個､治療終了者群で16.1個

であった｡これは､手術や術後矯正治療によって上下顎

歯列の嘆合関係が改善 しても､術後 1年時の唆合接触状

態は十分には緊密でないことを示 している｡また､阻噂

能率と唆合接触点数および校合接触面積の間には高い相

関関係が認められた (図1､2)｡これは､ATP額粒が

粉砕性の試料であることから､本法では主に粉砕能力が

評価されているためであると思われる｡

今回の結果では､術後の阻噂能率が予想に反 して低い

値を示 したが､これは治療の最終段階において唆合調整

等の処置を考慮する必要があることを示 しているものと

思われる｡ しかし､実際の患者自身の評価としては､多

くの症例で術前より物が良く噛めるようになったとして

いたことから1今後 ATP頼粒とは物性の異なる試料を

用いた阻噛検査法や普段の食生活における摂取可能な食

品の調査から客観的な評価を行う方法などを併用するこ

とにより､阻噛機能の総合的な評価法を検討する必要が

あると考えている｡
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